
○ 農業負債整理関係資金基本要綱（平成13年５月１日13経営第356号農林水産事務次官依命通知）の一部改正新旧対照表
（下線部分は改正部分）

改 正 後 現 行

目 次 目 次
（略） （略）
別紙４ 令和○年の経営状況報告書（△年目）（個人） 別紙４ 平成○年の経営状況報告書（△年目）（個人）

令和○年の経営状況報告書（△年目）（法人） 平成○年の経営状況報告書（△年目）（法人）

第３ 農業者の手続等 第３ 農業者の手続等
本要綱の対象とする資金の融通については、それぞれの資金の要綱において定めるも 本要綱の対象とする資金の融通については、それぞれの資金の要綱において定めるもの

ののほか、各資金共通の融通を受けようとする者（以下「借入希望者」という。）の手続 のほか、各資金共通の融通を受けようとする者（以下「借入希望者」という。）の手続等
等は次に定めるところによるものとする。 は次に定めるところによるものとする。

１ （略） １ （略）

２ 融資審査 ２ 融資審査
(1) 融資機関は、経営改善計画書及び借入申込書（以下「関係書類」という。）につい (1) 融資機関は、経営改善計画書及び借入申込書（以下「関係書類」という。）につい
て、農業者の経営能力及びそれを反映する経営状況を基に、別紙３の融資審査の考 て、農業者の経営能力及びそれを反映する経営状況を基に、別紙３の融資審査の考え
え方を参考として、 方を参考として、
ア 経営改善計画に示された方向（改善点）で、本当に経営が改善されるのか ア 経営改善計画に示された方向（改善点）で、本当に経営が改善されるのか
イ 農業者の経営能力等からみて、経営改善計画は実行可能なのか イ 農業者の経営能力等からみて、経営改善計画は実行可能なのか
ウ 経営改善計画が実行されれば、どの程度収益が改善し、その結果、融資の返済 ウ 経営改善計画が実行されれば、どの程度収益が改善し、その結果、融資の返済も
も可能となるのか 可能となるのか

エ 当該作目の被災、価格変動等のリスクに対して、農業共済又は収入保険（農業 を責任を持って判断するものとする。
保険法（昭和22年法律第185号）に基づく共済事業及び農業経営収入保険事業をい
う。）に加入するなどの対応策は検討されているか

を責任を持って判断するものとする。

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略）

３ （略） ３ （略）

別紙１の(2) 別紙１の(2)

（中略） （中略）

（添付書類）最近３か年の青色申告書、農協の組合員勘定等 （添付書類）最近３か年の青色申告書、農協の組合員勘定等
※ 本計画書への押印については、融資機関に正式な借入申込書（別紙２）等を提出する （新設）
時以外は、省略することができる。

　

経営改善計画書（個人）

添付書類により当該経営改善計画書記載事項が把握可能である場合には、その旨を記載すれば
足りる。

　

経営改善計画書（個人）

添付書類により当該経営改善計画書記載事項が把握可能である場合には、その旨を記載すれば
足りる。



(3)経営上の特徴及び問題点は何か (3)経営上の特徴及び問題点は何か
（略） （略）
（注）各項目に、具体的内容をご記入下さい。 （注）各項目に、具体的内容をご記入下さい。

なお、自然災害、価格動向の変動等（リスク）への備えに関する課題がある場合は、
「その他」欄へご記入下さい。

(4) （略） (4) （略）

（以下略） （以下略）

別紙１の(3) 別紙１の(3)

（中略） （中略）

（添付書類）最近３か年の決算書（付属明細書を含む） （添付書類）最近３か年の決算書（付属明細書を含む）
※ 本計画書への押印については、融資機関に正式な借入申込書（別紙２）等を提出する （新設）
時以外は、省略することができる。

　

経営改善計画書（法人）

添付書類により当該経営改善計画書記載事項が把握可能である場合には、その旨を記載すれ
ば足りる。

　

経営改善計画書（法人）

添付書類により当該経営改善計画書記載事項が把握可能である場合には、その旨を記載すれ
ば足りる。

１．これまでの経営状況はどうなっているのか（経営実績） （金額単位：千円）
(1)経営者の能力、経営力を背景とした生産、損益、資金繰り実績

３年前 ２年前 前年
３年前 ２年前 前年

（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収  
水　　稲  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収
だいこん  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収

りんご  　有　　□ 生産量 単価
　 無    □ 売上高 変動理由  

（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収
…  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由  
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収

…  　有　　□ 生産量 単価
　 無    □ 売上高 変動理由

（注）変動理由は災害、病害等簡潔に記載。

 その他（               ） 0 0 0

（略）

(2)　（略）

農業収入

（新設）

（略）

単収で技術レベルを判断

単価（品質）で技術レベ
ルを判断

農業収入には、制度受取
金等（農業共済、産地づく
り交付金、販売数量に応じ
て支払われる各種経営安
定対策等の農業経営に関
する受取金）を含む。

主要な作目別に記載
(加工・販売、農作業受託等
も記載)

１．これまでの経営状況はどうなっているのか（経営実績） （金額単位：千円）
(1)経営者の能力、経営力を背景とした生産、損益、資金繰り実績

３年前 ２年前 前年
３年前 ２年前 前年

（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収  
水　　稲  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収
だいこん  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収

りんご  　有　　□ 生産量 単価
　 無    □ 売上高 変動理由  

（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収
…  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由  
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収

…  　有　　□ 生産量 単価
　 無    □ 売上高 変動理由

－ － － （注）変動理由は災害、病害等簡潔に記載。

 その他（               ） 0 0 0

（略）

(2)　（略）

農業収入

収入保険の加入の有無　　   有 ・ 無

（略）

単収で技術レベルを判断

単価（品質）で技術レベ
ルを判断

農業収入には、制度受取
金等（農業共済、産地づく
り交付金、販売数量に応じ
て支払われる各種経営安
定対策等の農業経営に関
する受取金）を含む。

主要な作目別に記載
(加工・販売、農作業受託等
も記載)



(3)経営上の特徴及び問題点は何か (3)経営上の特徴及び問題点は何か
（営農類型： ） （営農類型： ）

（略） （略）
（注）各項目に、具体的内容をご記入下さい。 （注）各項目に、具体的内容をご記入下さい。

なお、自然災害、価格動向の変動等（リスク）への備えに関する課題がある場合は、
「その他」欄へご記入下さい。

(4) （略） (4) （略）

（以下略） （以下略）

別紙１の(4)(東日本大震災関係) 別紙１の(4)(東日本大震災関係)

令和 年 月 日 平成 年 月 日

経営改善計画書（個人）

添付書類により当該経営改善計画書記載事項が把握可能である場合には、その旨を記載すれ
ば足りる。

農業協同組合

株式会社日本政策金融公庫 支店
　等　御中

経営改善計画書（個人）

添付書類により当該経営改善計画書記載事項が把握可能である場合には、その旨を記載すれ
ば足りる。

農業協同組合

株式会社日本政策金融公庫 支店
　等　御中

１．これまでの経営状況はどうなっているのか（経営実績） （金額単位：千円）
(1)経営者の能力、経営力を背景とした生産、損益、資金繰り実績

３年前 ２年前 前年
３年前 ２年前 前年

（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収  
水　　稲  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収
だいこん  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収

りんご  　有　　□ 生産量 単価
　 無    □ 売上高 変動理由  

（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収
…  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由  
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収

…  　有　　□ 生産量 単価
　 無    □ 売上高 変動理由

（注）変動理由は災害、病害等簡潔に記載。

 その他（               ）

（略）

(2)　（略）

（略）

売上

（新設）

単収で技術レベルを判断

単価（品質）で技術レベ
ルを判断

農業に係る売上高には、①自ら行う
農業に関連する事業であって農畜産
物を原材料とする製造、加工等の事
業の他に②販売数量に応じて支払わ
れる各種経営安定対策も含む。

主要な作目別に記載
(加工・販売、農作業受託等
も記載)

１．これまでの経営状況はどうなっているのか（経営実績） （金額単位：千円）
(1)経営者の能力、経営力を背景とした生産、損益、資金繰り実績

３年前 ２年前 前年
３年前 ２年前 前年

（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収  
水　　稲  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収
だいこん  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収

りんご  　有　　□ 生産量 単価
　 無    □ 売上高 変動理由  

（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収
…  　有　　□ 生産量 単価

　 無    □ 売上高 変動理由  
（記入例） 共済加入の有無 経営規模 単収

…  　有　　□ 生産量 単価
　 無    □ 売上高 変動理由

－ － － （注）変動理由は災害、病害等簡潔に記載。

 その他（               ）

（略）

(2)　（略）

売上

収入保険の加入の有無　　   有 ・ 無

（略）

単収で技術レベルを判断

単価（品質）で技術レベ
ルを判断

農業に係る売上高には、①自ら行う
農業に関連する事業であって農畜産
物を原材料とする製造、加工等の事
業の他に②販売数量に応じて支払わ
れる各種経営安定対策も含む。

主要な作目別に記載
(加工・販売、農作業受託等
も記載)



住所 住所

氏名 印 氏名 印

１ 計画期間 １ 計画期間
令和 年度 ～ 令和 年度 平成 年度 ～ 平成 年度

２・３ （略） ２・３ （略）

（添付書類） （添付書類）
最近３か年の青色申告書、農協の組合員勘定等 最近３か年の青色申告書、農協の組合員勘定等

※ 本計画書への押印については、融資機関に正式な借入申込書（別紙２）等を提出する （新設）
時以外は、省略することができる。

（以下略） （以下略）

別紙１の(5)(東日本大震災関係) 別紙１の(5)(東日本大震災関係)

令和 年 月 日 平成 年 月 日

住所 住所

法人名 法人名
代表者名 印 代表者名 印

１ 計画期間 １ 計画期間
令和 年度 ～ 令和 年度 平成 年度 ～ 平成 年度

２・３ （略） ２・３ （略）

（添付書類） （添付書類）
最近３か年の決算書（付属明細書を含む）等 最近３か年の決算書（付属明細書を含む）等

※ 本計画書への押印については、融資機関に正式な借入申込書（別紙２）等を提出する （新設）
時以外は、省略することができる。

（以下略） （以下略）

経営改善計画書（法人）

添付書類により当該経営改善計画書記載事項が把握可能である場合には、その旨を記載すれ
ば足りる。

経営改善計画書（法人）

添付書類により当該経営改善計画書記載事項が把握可能である場合には、その旨を記載すれ
ば足りる。

農業協同組合

株式会社日本政策金融公庫 支店
　等　御中

農業協同組合

株式会社日本政策金融公庫 支店
　等　御中



別紙２ 【表面】別紙２ 【表面】
農業負債整理関係資金借入申込書 農業負債整理関係資金借入申込書

令和 年 月 日 平成 年 月 日

（以下略） （以下略）

別紙３
融 資 審 査 の 考 え 方

融 資 審 査 の 視 点 具 体 的 な 着 眼 点 ・ 判 断 基 準 備 考

１～３ （略） （略） （略）

４ 計画が実行された場合に収益 ○ 収益予測の算出基礎となっている単収・単価等は無理の 同 上
はどうなるか。融資返済は可 ないものか
能か。 ○ 償還見通しはあるか（家族経営の場合、家計費も含めて

判断）
○ 農業共済又は収入保険に加入するなど、当該作目が被
災したり、需給・価格動向がある程度変動したりしても
償還可能となるよう検討されているか

※ （略）

別紙３
融 資 審 査 の 考 え 方

融 資 審 査 の 視 点 具 体 的 な 着 眼 点 ・ 判 断 基 準 備 考

１～３ （略） （略） （略）

４ 計画が実行された場合に収益 ○ 収益予測の算出基礎となっている単収・単価等は無理の 同 上
はどうなるか。融資返済は可 ないものか
能か。 ○ 償還見通しはあるか（家族経営の場合、家計費も含めて

判断）
○ 当該作目の需給・価格動向がある程度変動しても償還
可能となるよう余裕をもったものとなっているか

○○ 農業協同組合代表理事組合長　　
　　　　　等　　殿株式会社日本政策金融公庫代表取締役総裁

○○ 農業協同組合代表理事組合長　　
　　　　　等　　殿株式会社日本政策金融公庫代表取締役総裁

郵便番号 □□□－□□□□

住  　所

電話番号 （　　　　）
 ﾌ  ﾘ  ｶ ﾞ ﾅ

氏  　名  印 

生年月日 　　　　　年　　月　　日生(　　　歳)

　法人の場合は、名称及び代表者名

郵便番号 □□□－□□□□

住  　所

電話番号 （　　　　）
 ﾌ  ﾘ  ｶ ﾞ ﾅ

氏  　名 （削る）

生年月日 　　　　　年　　月　　日生(　　　歳)

　法人の場合は、名称及び代表者名



※ （略）

別紙４ 別紙４
令和○年の経営状況報告書（△年目） （個人） 平成○年の経営状況報告書（△年目） （個人）

年 月 日 年 月 日
融資機関あて 融資機関あて

本人氏名 印 本人氏名 印
（指導担当者氏名 印) （指導担当者氏名 印)

（以下略） （以下略）

別紙４ 別紙４
令和○年の経営状況報告書（△年目） （法人） 平成○年の経営状況報告書（△年目） （法人）
年 月 日 年 月 日

融資機関あて 融資機関あて
法人名・代表者名 印 法人名・代表者名 印
（指導担当者氏名 印) （指導担当者氏名 印)

（以下略） （以下略）

附 則（令和２年３月30日元経営第3170号）
この通知は、令和２年４月１日から施行する。


